
地位 氏名 担当 取締役会出席状況

① 代表取締役会長 
　 兼社長執行役員 貝沼 由久 - 100％（13/13 回）

② 代表取締役副会長 森部 茂 - 100％（11/11 回）*1

③ 取締役専務執行役員 岩屋 良造 電子機器製造本部長兼ミツミ事業本部長 100％（13/13 回）

④ 取締役専務執行役員 鶴田 哲也 営業本部副本部長 100％（13/13 回）

⑤ 取締役専務執行役員 野根 茂 営業本部長 100％（13/13 回）

⑥ 取締役専務執行役員 上原 周二 東京本部長兼経営管理・経理財務部門担当
兼ミツミ事業本部業務部門担当

100％（11/11 回）*1

⑦ 取締役専務執行役員 加々美 道也 技術本部長兼電子機器製造本部技術開発部門担当 100％（11/11 回）*1

⑧ 取締役常務執行役員 麻生 博史 技術本部副本部長兼ミツミ事業本部副本部長
兼技術開発部門担当兼半導体事業部門担当

100％（11/11 回）*1

⑨ 社外取締役 村上 光鵄 - 100％（13/13 回）

⑩ 社外取締役 松村 敦子 - （2018 年 6 月就任）*2

⑪ 社外取締役 松岡 卓 - 100％（13/13 回）

⑫ 常勤監査役 清水 一成 - 100％（13/13 回）

⑬ 常勤社外監査役 時丸 和好 - 100％（13/13 回）

⑭ 社外監査役 陸名 久好 - 100％（13/13 回）

⑮ 社外監査役 柴崎 伸一郎 - 100％（13/13 回）

2018 年 3 月期

第 5 章　

コーポレート・ガバナンス
当社は、「従業員が誇りを持てる会社でなければならない」「お客様の信頼を得なければならない」

「株主の皆様のご期待に応えなければならない」「地域社会に歓迎されなければならない」

「国際社会の発展に貢献しなければならない」を「五つの心得」として社是としております。

当社は、この社是に従い、株主の皆様・取引先・地域社会・国際社会・従業員をはじめとした

さまざまなステークホルダーに対して社会的な責任を遂行し

企業価値を最大化することを経営の基本方針としております。

この経営の基本方針に沿って、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要な課題と位置付け、

強化に努めております。また、当社は会社経営の健全性の確保を図り、

コーポレート・ガバナンスを強化するために、

内部統制システムの確立、整備及びその拡充を推進しております。

■ コーポレート・ガバナンス体制図
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（※）取締役兼務の執行役員 7 名を除く

 *１　2017年6月就任以降の出席状況を記載しています。 
 *２　2018年6月就任のため、該当ありません。 
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2018年6月、当社は社外取締役３名体制となりました。
今回、当社のガバナンス強化に携わってこられた村上光鵄氏と、新たに就任された松村敦子氏に、

当社の企業文化・印象、社外取締役に求められる役割、抱負等について、率直な意見交換をしていただきました。

社外取締役

村上 光鵄
2008年6月に当社社外取締役に就任。

元東京高等裁判所部総括判事及び弁護士として
豊富な経験と高い見識を有しており、

企業経営の健全性の確保やコンプライアンス経営を推進。

社外取締役

松村 敦子
2018年6月に当社社外取締役に就任。

大学教授として国際経済学に関する専門的見識に加え、
教育者として幅広い実績を有しており、

その豊富な知識・経験を当社の経営に反映。

社外取締役対談

第 5 章　コーポレート・ガバナンス

村上　：　社外取締役に求められている役割は、しっかりとしたガバナ
ンスが浸透しているかどうかのモニタリングだと思います。ガバナン
スにも二つの側面があります。一つは法令遵守などの守りのガバナ
ンス。もう一つは攻めのガバナンスで、これは企業価値向上に向け
ての経営判断プロセスに対するチェック機能です。当社はこの両
方がきちんと機能していると思います。実際、取締役会でも充実した
資料が用意され、適切に整理・説明がなされています。誰に遠慮す
ることなく、疑問に思った点や、逆に経営判断を勇気づける意見な
どを率直に話せる雰囲気があります。
松村　：　私も組織としてガバナンス体制がしっかりしているという印象
を受けました。就任して既に数回取締役会に出席しましたが、審議
に十分な時間がとられて効率的に進められ、社外の人間にとっても
非常にわかりやすいものでした。
村上　：　「経営の透明性」という観点で各事業部の計画策定から
進捗確認・修正というＰＤＣＡを回すため、年度末と期中には社外
役員も含め世界中から200名超の幹部・責任者が一堂に会する
会議が開催されます。開催場所も国内に限らず、タイ・フィリピン・カ
ンボジアなどの海外拠点でも行われます。まさにグローバルで、さま

ざまな国籍の方が数日間侃々諤々の議論を集中的に行い、これに
対し経営陣が明確に方針を示していくもので、その会議の様子はま
さに圧巻です。そして、それを最終的にまとめ上げる経営陣のリーダ
ーシップも、素晴らしいものがあります。当社の方向性はこういったプ
ロセス、現場感を持った十分な議論を経て形成されていくと感じて
います。また、この過程があることで、その後の取締役会でも共通の
認識・理解に基づいた実のある議論ができるのだと思います。
松村　：　社外取締役としては会社全般を把握する責務があります
し、是非私も色々な方との意見交換の機会を作っていきたいと思い
ます。ガバナンス体制ということでは、良心に基づいた公平公正な
立場からの評価や提言を行っていくことも大切だと考えます。経営
の実務は社内取締役の方が担っていますので、「一般株主の視
点・立場」で経営に関与できればと思っています。
村上　：　その通りで、会社がどういった方向に進んでいるかという全
体感をしっかり把握するためにも、積極的に情報にアクセスしていき
たいと思います。監査役会、会計監査人とも連携して定期的な連
絡会を開いていますが、社外取締役も３名になりましたので、より緊
密な連携・情報共有手段を持ってもよいと思います。

松村　：　持続的成長に向けて取り組むべき重要なことは、日々研究
開発に勤しみ、当社の「技術力」を活かした世の中になくてはなら
ない製品を継続して開発することだと強く思います。また、社外取締
役の立場としては、さまざまなステークホルダーに目を配っていきた
いと思っています。具体的には、水や空気の浄化、温暖化ガス対策
といった環境への配慮は当然として、特に途上国では地域貢献と
いった視点も重要な要素になると考えます。当社はそういった点では
かなり進んでいるように思いますが、さらなる改善を追求していくため
に尽力したいと思います。
村上　：　おっしゃる通りです。いわゆる「ＥＳＧ」経営の重要性ですね。
当社にとっての持続的成長のベースとなるのは、多様なステークホ
ルダーからの「信頼」を得ること、そのためには環境・社会・ガバナ
ンスに配慮した経営が重視されるべきだと思います。その意味で、
最近当社が世に出した新製品（「ＳＡＬＩＯＴ」「ベッドセンサーシ
ステム」「スマートシティソリューション」）は、エネルギー消費の低
減、環境負荷の低減に資するもので、この「ＥＳＧ」の経営理念を具
体化する製品と言えます。ステークホルダーへの目配りという意味で
も、社会が求める製品を次 と々開発していくことが会社の持続的成
長につながると考えます。

また、当社の企業文化、ノウハウの継承も重要と思います。2017年のミ
ツミ電機との経営統合でグループの規模はさらに大きくなりました。当社
のＭ＆Ａの経験から学んだポスト・マージャー・インテグレーションの手
腕により、短期間での業績改善と両社の融和・統合が実現しました。
松村　：　こうした事実をステークホルダーにしっかり説明していくこと
は大切ですね。
村上　：　はい。経営陣にはしっかりとステークホルダーとの対話を進め
ていただくとともに、透明性のある経営、つまり、ステークホルダーにも
分かりやすい会社であり続けるように、モニタリングを続けていきたい
と思っています。そして、攻めのガバナンスを効かせるため、経営リス
クがきちんと議論の俎上にのっているかどうかに心を配っていきたい
と思います。経営判断にはリスクが伴いますが、そのリスクに正面か
ら向き合ったうえで、合理的な意思決定をするためにも、われわれ社
外取締役も、ボードメンバーの一員として経営陣の背中を押してリス
クテークを促すことも必要であり、その役割は重要だと考えています。
松村　：　私も、幅広い視点から、グローバル企業としての当社の強み
を生かした経営のさらなる高度化に向けて意見を出していきたいと
考えます。さまざまな拠点、現場をこの目で見させていただき、分析・
精査・評価・提言へつなげ、ステークホルダーの期待に沿えるよう
行動していきたいと思っております。

松村　：　2018年6月に就任したばかりですが、会社全体としてのスピ
ード感にとても驚かされています。当社は顧客も製造拠点もグロー
バルに展開し、そこで直面するさまざまな課題に対して実に迅速に
対応されています。ものづくり企業として重大な責任を負っているの
だという意識のもとでの厳しさも感じられます。また、目的意識や会社
の目指す方向性がしっかりと従業員の方々にも共有されている印
象を受けています。コーポレートスローガンも、わかりやすい言葉でき
ちんと従業員に提示され、従業員のやる気を引き出しており、実に
素晴らしいと感じています。
村上　：　ご指摘の点はまさにその通りだと思います。私は、当社の特
徴を「技術力」「グローバル経営」「リーダーシップとスピード感」

「Ｍ＆Ａ」という４つのキーワードで捉えています。主力製品であるミ
ニチュア・小径ボールベアリングをはじめ、当社が手掛ける製品は
いずれも産業界になくてはならないモノですが、それを実現している
のが高い「技術力」です。「グローバル経営」は、これらの製品を
海外拠点で製造し、世界に供給しています。そして、それらを牽引し
ているのが、経営陣の強力な「リーダーシップとスピード感」です。
目的意識の共有も、「リーダーシップ」の証左と受け止められると思
います。具体的にはトップ自らが、全従業員に向けてメッセージを
定期的に発信し、また、投資家とも直接対話を行うなど、会社の針
路を社内外にしっかりと示していると感じます。
松村　：　経営陣が自らの言葉で施策の目的・効果を説明しているこ

とは非常に重要と感じます。一例として、当社は今年度より国際会
計基準（IFRS）に移行するようですが、その決定に至った背景が
従業員にしっかり発信されており、こういった積み重ねが、企業文化
としての意識の共有化に一役買っているのではないでしょうか。
村上　：　同感です。IFRSへの移行に関しては、国を跨いだM&Aも
多く行うグローバル企業としては当然のことと受け止めています。今
お話しに出た経営陣の発信力、コミュニケーション力に加え、その
情熱と馬力(笑)は非常に高いと思います。
松村　：　当社のさらなる発展に向け、私は一層の「多様性」も重要
だと考えます。グローバル企業である当社では人種・国籍を問わず
多様性を前提とした人材力の強化を掲げており、引き続き大事に
していただきたいと思います。また、当社での女性の取締役就任は
私が初めてとのことですが、これにより新たな女性活躍の流れが、
今後加速していくことを期待しています。
村上　：　そうですね。「多様性」も、まさに当社の企業文化の一つと言
えると思います。社外取締役は３名と多様化しました。また、執行役
員には、外国籍の方が２名登用されていますし、女性も含めた各国
の優秀な外国人従業員が当社のグループ執行役員や子会社
役員に登用され活躍しています。グローバル企業である以上、多
様であることが当然である、といったスタンスがなければ、ここまでの
成長はなかったでしょうし、今後の発展のためにも重要なのではな
いでしょうか。

ミネベアミツミの企業文化・印象
 目的意識や会社の目指す方向性がしっかりと従業員に共有されている　（松村）

 当社の特徴は、「技術力」「グローバル経営」「リーダーシップとスピード感」「Ｍ＆Ａ」　（村上）

ガバナンス体制
 良心に基づいた公平公正な立場から評価・提言を行っていきたい　（松村）

 社外取締役3名で、より緊密な連携・情報共有を　（村上）

持続的な成長に向けて
 現場も見ながら提言へつなげ、ステークホルダーの期待に沿えるよう行動していきたい　（松村）

 ボードメンバーの一員として、経営陣の背中を押してリスクテークを促すことも重要　（村上）
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　執行役員及び技術役員に取締役の業務執行権限を委譲す
ることにより、ＣＥＯによる強力なリーダーシップの下、経営目
標達成に向けて業務執行の活性化と迅速化を図っております。
取締役会は、３名の独立社外取締役により経営全般への助
言を受けながら経営上の重要事項の意思決定を行うとともに、
目標達成に向けた業務執行状況の監督を担っております。
　また、独立社外監査役３名を含む監査役が取締役会、執
行役員会議その他重要な会議への出席のほか、会計監査人、
内部監査室と連携をとり、国内事業所及びグループ会社へ
の監査を実施し、取締役の職務執行の監査を行っております。

　当社の役員報酬につきましては、株主総会の決議により取締
役、監査役それぞれの報酬限度額が決定されており、その限度
額の範囲内において一定金額を報酬として定めております。
　取締役の報酬は、毎月定額で支給する基本報酬と各事業年
度の業績等に応じて決定される賞与に加え、2017年に導入した
業績連動インセンティブ報酬、そしてストック・オプションで構成さ
れております。各取締役の報酬につきましては、それぞれの職務、

　取締役候補者の指名につきましては、的確かつ迅速な意思
決定、適切なリスク管理、業務執行の監視及び会社の各機能
と各事業部門を統括できる能力を考慮し、適材適所の観点よ
り総合的に検討しております。
　また、監査役候補者の指名につきましては、財務・会計に
関する知見、当社事業分野に関する知識及びリスク管理並び
に企業経営に関するノウハウ等を考慮して総合的に検討し、
人選を行った上で監査役会の同意を得ております。
　これらの方針に基づき、社長執行役員、人事担当執行役員
が検討し、上席執行役員会議での審議を経た後、取締役会で
決議しております。

実績及び当社の業績その他各種の要素を勘案して、相当と思われ
る額を取締役会の決議により決定しております。業績連動賞与は会
社業績と職責、成果を反映させた体系としており、各期の連結業績
及び株価水準等を指標とする賞与算出テーブルに基づき、支給基
準を決定しております。また、業績連動インセンティブ報酬は売上高
１兆円・営業利益1,000億円を目指す中期事業計画の達成度によ
り支給額を決定しております。
　また、社外取締役につきましては、当該社外取締役の経歴等を勘
案し、一定の金額を設定しております。なお、社外取締役につきまして
は、業績連動インセンティブ報酬及びストック・オプションの対象とし
ておりません。
　上記の方針に基づき、取締役の報酬につきましては、社長執行役
員、筆頭社外取締役及び筆頭監査役にて協議の上、株主総会で決
議された報酬額15億円の範囲内にて取締役会で決議しております。
　監査役の報酬は、毎月定額で支給する基本報酬のみで構成さ
れております。各監査役の報酬につきましては、株主総会で決議され
た1億円の範囲内にて監査役の協議により決定しております。

コーポレート・ガバナンス体制

役員報酬

グループガバナンス
　当社が掲げる中長期目標を達成し、持続的な成長を続ける
ためには、引き続き、地域的なリスク検討を行いながら、大規
模な海外量産工場の展開、グローバルな研究開発体制を整備
するとともに、M&A・アライアンスを行っていく必要があります。
これに伴い、当社グループを取り巻くリスクも多様化し、リスク
管理及びコンプライアンス体制を充実させるとともに、海外グ
ループ会社まで含めた内部統制の整備・運用をさらに強化して
まいります。

　当社は、グループ会社全体を対象とした「グループ行動規範」
を定め、グループ全体の企業倫理の確立を図るとともに、「グ
ループ会社管理規程」を制定し、海外を含むグループ会社に
対して、当社の決裁、または事前報告を必要とする事項を定め
て周知し、ガバナンスの浸透を図っております。
　また、当社の監査役及び内部監査室は、定期的に海外を含む
グループ会社のコンプライアンス、リスク管理を含む経営全般の
監査を実施し、問題があれば適宜指摘して是正を行っております。

経営の透明性確保 

資本効率の向上  

取締役会の機能強化

● 社是「五つの心得」に基づくステークホルダーに向き
合う経営

● 適切な情報開示、投資家との積極的な対話

● 持続的成長に向けた中期事業計画の策定

● 成果に対する適正な報酬、インセンティブの付与

● グループガバナンスの強化

G
ガバナンス

❶ 株主の権利・平等性の確保

　 株主の権利の確保に努め、株主の権利行使にかかる適
切な環境整備を行うことにより、実質的な株主の権利と
平等性の確保に努めます。

❷ 株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　 社是に基づきステークホルダーの存在を意識し、ステー
クホルダーとの適切な協働に努めます。

❸ 適切な情報開示と透明性の確保

　 法令に基づく開示を適切に行うとともに、非財務情報を
含めた主体的な情報発信を行うように努めます。

❹ 取締役会等の責務

　取締役会は、株主に対する受託者責任、説明責任を踏ま
え、その役割と責務を認識し、適切に果たすことができる
ように努めます。

❺ 株主との対話

　 株主との間で建設的な対話が行えるよう方針・体制を
整備し、株主に対してわかりやすい説明を行うように努め
ます。

取締役の人数

11名
（うち、女性 1 名）

監査役の人数

4名

取締役会の開催回数

13回
＊ 2018 年 3 月期実績

取締役会出席率

100%
＊ 2018 年 3 月期実績（全員）

監査役会の開催回数

15回
＊ 2018 年 3 月期実績

監査役会出席率

100%
＊ 2018 年 3 月期実績（全員）

独立社外取締役の人数

3名
（うち、女性 1 名）

独立社外監査役の人数

3名

■ 役員報酬及び決定プロセス

■ 経営の意思決定、監督、執行及び監査体制の概要 ■ 取締役・監査役候補者の指名プロセス

2018 年 3 月期 役員報酬

コーポレート・ガバナンスの取り組み
ミネベアミツミのアプローチ社会からの要請

第 5 章　コーポレート・ガバナンス

区分 支給人員
（名）

報酬等の額（千円）

基本報酬 賞与 合計

取締役 
（うち社外取締役）

14*1

（2）
309,946

（17,026）
666,851*2

（-）
959,797

（17,026）

監査役
 （うち社外監査役）

4
（3）

51,796
（35,340）

-
（-）

51,790
（35,340）

合計 18*1 361,742 666,851*2 1,028,593

 *１　2017年6月29日付退任の取締役２名が含まれています。 
 *２　業績連動インセンティブ報酬が含まれています。

コーポレート・ガバナンス ハイライト

コーポレート・ガバナンスの基本方針
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